
令和６年８月 

 

 

「中野区職員のワーク・ライフ・バランスと女性活躍推進計画（第４期中野区特定事業主行

動計画）」の実施状況及び中野区における女性の活躍状況の公表 

 

 

 中野区では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。

以下「女性活躍推進法」という。）に基づき、令和２年度から令和７年度を計画期間とした

「中野区職員のワーク・ライフ・バランスと女性活躍推進計画（第４期中野区特定事業主行

動計画）」を策定・実施しています。 

今般、女性活躍推進法第 19 条第 6 項に基づき、行動計画の実施状況を以下のとおり取り

まとめましたので公表いたします。あわせて、女性活躍推進法第 21 条の規定に基づき、中

野区における女性の活躍状況を公表します。 

 

 

１ 職業生活における機会の提供に関する実績 

 

（１）採用した職員に占める女性職員の割合（毎年４月１日時点の数値） 

  Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

全体 ３８．５％ ５３．４％ ５７．４％ ５３．４％ ６０．６％ 

職

種

別 

事務系 ３０．６％ ４６．５％ ４４．１％ ４３．０％ ４７．０％ 

福祉系 ７６．９％ ７３．１％ ７８．０％ ７８．０％ ７９．４％ 

一般技術系 ３０．８％ １０．０％ １２．５％ ２８．６％ ０．０％ 

医療技術系 ６６．７％ ９０．０％ １００．０％ ７５．０％ １００．０％ 

教育系 採用なし １００．０％ １００．０％ 採用なし １００．０％ 

 

 

（２）職員に占める女性職員の割合（毎年４月１日時点の数値） 

  Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

全体 ４９．０％ ４８．３％ ４８．４％ ４８．３％ ４８．７％ 

職

種

別 

事務系 ４１．３％ ４０．７％ ４１．０％ ４１．０％ ４１．０％ 

福祉系 ８５．８％ ８４．８％ ８３．７％ ８３．１％ ８２．２％ 

一般技術系 １９．３％ １９．０％ １８．９％ １８．９％ １８．２％ 

医療技術系 ９３．３％ ９２．４％ ９１．１％ ９０．６％ ９２．１％ 

技能系 ２４．０％ ２１．１％ １８．３％ １７．９％ １５．５％ 

教育系 ８０．０％ ７３．３％ ７３．３％ ７３．３％ ７３．３％ 

 

 

 

 



（３）管理職に占める女性職員の割合・各役職段階に占める女性職員の割合（毎年４月１日

時点の数値） 

 

 

（取組内容） 

  ○令和５年度までの取り組み 

・女性職員のキャリア形成支援研修等の実施 

・採用４年目を対象にキャリア形成に関する研修を実施 

 

 

２ 職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

 

（１）男女別の育児休業取得率（毎年度 4/1-3/31 の数値） 

 
 

（取組内容） 

  ○令和５年度までの取り組み 

・育児休業は短期間の取得が可能である等の制度を周知 

・子育て休暇等計画シートの活用 

・男性職員の育児休業取得体験談の作成・周知 

 

（２）男性の配偶者出産休暇等取得率（毎年度 4/1-3/31 の数値） 

 

（取組内容） 

  ○令和５年度までの取組 

・子育て休暇等計画シートの活用 

 

目標
(Ｒ７年度)

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

３０％以上 ２９．８％ ２６．６％ ２２．７％ ２０．０％ ２１．４％

部長 ３０．０％ ２６．４％ ２５．０％ ２１．１％ １７．７％

課長 ２６．１％ ２３．０％ １８．１％ １５．５％ １８．６％

総括係長 ２９．８％ ２８．０％ ２８．８％ ３１．３％ ３２．１％

係長 ５１．１％ ５０．６％ ５０．３％ ５０．６％ ５０．２％

管理職割合

役
職
段
階
別

取得期間 性別
目標

(Ｒ７年度)
Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

男性 ２９．６％ ４２．９％ ６３．６％ ６７．５％ ８２．７％

女性 １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

男性 ４５％以上 ２５．９％ ２８．６％ ５１．５％ ５０．０％ ７５．０％

女性 １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

１日以上

１か月以上

目標
(Ｒ７年度)

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

取得率 １００．０％ ９６．４％ ９７．０％ ９７．４％ １００％

取得平均日数 １．９日 １．９日 ２．０日 ２．０日

取得率 １００．０％ ９６．４％ ８７．９％ ９２．３％ ８９．６％

取得平均日数 ３．７日 ３．９日 ４．５日 ４．２日

出産支援
休暇

育児参加
休暇



 

（３）超過勤務の状況（毎年度 4/1-3/31 の数値） 

 

※月間４５時間超は延人数 

 （取組内容） 

  ○令和５年度までの取組 

   ・毎年度初めに「超過勤務の縮減及び年次有給休暇の取得促進に向けた 

取り組みについて」を全庁に通知し、意識の啓発 

   ・超過勤務の多い職員と上司への注意喚起（ＲＰＡ等を活用したメール送信等） 

   ・人事評価制度を見直し、効率性・生産性が高い職員を評価する仕組みを 

    設けるとともに、管理監督者における目標管理について、ワーク・ライフ・ 

バランス等に関する目標の設定を義務化（係長級は努力義務） 

   ・ペーパーレス推進基本方針を定め、各課においてペーパーレスの取組を開始 

   ・欠員対応における人材派遣の活用 

 

 

（４）年次有給休暇取得（毎年 1/1-12/31 の数値） 

 

 ※１５日以上取得した職員割合は、採用１・２年目職員を除く 

 （取組内容） 

○令和５年度までの取組 

   上記（３）と同様 

目標
(Ｒ７年度)

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

１人１か月平均 ６時間未満 ７．１時間 ６．９時間 ６．４時間 ８．５時間

月間４５時間超 ７０１人 ６５６人 ６６７人 ９６３人

年間３６０時間超 １１２人 １１０人 １２２人 １６１人

目標
(Ｒ７年)

Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年 Ｒ５年

年次有給休暇取得率 ７４．１％ ７４．３％ ７６．８％ ８０．１％

１０日以上取得した職員割合 ７８．７％ ７７．２％ ７９．９％ ８０．３％

１５日以上取得した職員割合 １００．０％ ５７．６％ ５９．２％ ６１．８％ ６６．６％


